
 

プロジェクト課題活動実績 
 

課題名：新規就農者の受入体制強化と定着・経営発展に向けたフォローアップ
体制の確立 

 

周南農林水産事務所農業部  チーム員：小橋口慎哉・古橋典子・大澤朋子・ 

                   三好遊理・西村達也      

 

＜活動事例の要旨＞ 

周南地域の園芸における新規就業者の受入体制を強化するため、生産者組織（園芸部

会）と関係機関（周南市、下松市、光市、ＪＡ周南統括本部）による定期的な協議を開

催し、情報共有と連携した取組を行う体制整備を図った。 

具体的には、短期及び長期研修における支援体制の構築を行うととともに、推進品目

における産地ツアーを開催した。 

また、地域農業を牽引する経営者育成を促し、経営発展の早期実現を図ることを目的 

に、マネジメントセミナーの開催と参加者のフォローアップのための伴奏支援、地域の

担い手を対象とした経営改善等に向けたセミナーを開催した。 

 今後も、生産者と関係機関の一体的な支援体制のもと、情報発信・就農相談・研修・

定着までの一貫した取組を推進するとともに、就農者の経営確立と更なる経営発展に向

けた支援を行う。 

 

１ 普及活動の課題・目標 
（１）地域の実情に応じた就農者受入体制の強化 

   新規就農者の確保については、就農希望者の個別相談を受け関係機関が主体となり

支援していたが、園芸部会と連携した取組に発展させるため、品目毎の担い手確保等

に係る考え方の整理や周南地域として推進する品目（重点品目）を定め、積極的に就

農者を確保するための受入体制の整備と継続的な募集活動の展開を図る。 

 

（２）経営者育成に向けたフォローアップ体制の整備  

   経営者としての意識向上を図り、経営の安定化を促進するため、課題を持つ就農者

の経営ビジョンの作成支援を行うとともに、目標の達成に向け要望に応じた支援や経営

強化に向けたセミナーを開催することで、新たな就農者の目標となる経営体の育成を図

る。 

 

２ 普及活動の内容  

（１）地域の実情に応じた就農者受入体制の強化 

 ① 周南エリアにおける担い手構想の検討 

・周南地域における重点品目（推進品目）の選定及び新規就農者の受入・育成に係る

体制を整備するため、以下の４団体が参画する連携会議の開催を提案するとともに

定期開催に向けた運営を支援した。 

Ⅰ 生産者組織（ＪＡ山口県周南園芸部会:部会長及び副部会長） 

Ⅱ ＪＡ山口県周南統括本部（指導販売課長、担当） 

Ⅲ 下松市・光市・周南市（担い手育成担当） 

Ⅳ 周南農林水産事務所（プロジェクトメンバー） 
 
・  



  ・連携会議において、園芸部会員（131名）に対するアンケート調査を提案・実施し、 

   部会員の後継や経営展望、遊休資産の状況等の現況把握を行うとともに、担い手育

成に向けた検討の促進を図った。 

  ・園芸部会に属する24品目の生産グループ長に対して、①求める担い手像、②研修の

受入可否、③就農相談への参画の可否、などを確認し、担い手育成に係る今後の方

向性を明確にした。 

  

② 推進品目における受入体制の構築 

  ・各品目の方向性を踏まえ、お試し研修（短期研修）受入が可能な品目のグループに

おいて、指導農家の選定と具体的研修内容について、市を窓口に整理を実施した。 

  ・新規就業者の参入を希望する品目の中で、ＪＡとしても生産拡大を図りたい４品目

を推進品目として選定（イチゴ、トマト、ホウレンソウ、ナス）し、部会長やＪＡ

担当者、対象グループ長と協議し、長期研修の指導農家の選定を実施した。 

  ・連携会議において、短期研修と長期研修に係る就農相談・研修体制のルール作りを

行うとともに、グループ長会議で情報共有は図った。また、研修を含め就農までの

連携体制を明確化し、取組に向け対応することを確認した。 

・推進品目について、若手就業者の労働時間の調査や青色申告データを活用した経営

分析を行い、地域の実例に基づく経営モデルを作成した。 

 

③次期支援対象者確保に向けた募集活動支援 

  ・市が参画する新規就農者の募集活動（ガイダンス・就農 FEST等）に同席し、連携し

た相談対応を実施した。 

  ・周南地域とし、県外からの新規就業者の確保を目的に、やまぐち農林振興公社が主

催する就農ゆめツアーで、周南地区の取組として実施してもらえるよう、実施内容

を３市とＪＡとともに企画するとともに、連携会議での情報提供と連携した取組と

することを確認しながら、周南市を窓口に公社と調整を図った。 

  

（２）経営者育成に向けたフォローアップ体制の整備 

  ①マネジメントセミナーの開催 

・経営課題等を持つ若手就農者等へ、課題の解決に向けたセミナー参加者の掘り起こ

しを行い、６名の受講者を確保した。 

・周南地域農業改良普及協議会及び山口県中小企業診断協会等と連携し、農業経営者 

に必要な要素を汲んだカリキュラムと、個別研修をパッケージ化した「マネジメン 

トセミナー」を企画・運営した。 

・山口県中小企業診断協会と連携し、受講者の将来目標を達成するための５カ年計画 

策定（経営ビジョン）を支援した。 

  ・若手農業者が求める経営向上に向け取り組みたい事項について、受講者を含めアグ

リビジネス研修参加者、周南農業者クラブ員を対象にアンケート調査（課題の抽出） 

を実施し、結果を踏まえて経営改善を実践している講師を招聘したフォローアップ

セミナーを開催した。 

 

  ②セミナー受講者等の経営確立支援 

  ・受講者に対し、経営ビジョンの実践に向けてそれぞれの経営課題の中で優先順位の

高い事項や取り組みやすい事項へのアクションを促し、要望に応じた支援を実施し

た。 



３ 普及活動の成果 
（１）地域の実情に応じた就農者受入体制の強化 

  ①周南エリアにおける担い手構想の検討 

・アンケート調査を通じて園芸部会の現 

状が明確になり、担い手確保の必要性 

が再認識されたことや、関係機関との 

緊密な情報共有ができるが評価された 

ことから、園芸部会からも連携会議を 

継続して開催し、情報交換や対策を検 

討していくこととなった。 

  ・グループの方向性や連携会議での情 

報共有を通じ、各グループにおける 

担い手育成の方向性が明確化された。 

 

 ②推進品目における受入体制の構築 

 ・短期研修について、調整を市担当者とすることで、今後の相談対応によりスムーズ

に研修を依頼できるよう関係構築を図ってもらい、12品目で述べ24の指導農家を配

置した。また、グループ長会議に参加し、短期研修の取組の確認と研修対応があっ

た場合のグループとしての支援の必要性を説明することで、各グループの取組とし

て意識醸成を図った。 

 ・長期研修については、イチゴでは３人、ナスでは２人の指導農家をグループ長と調

整し選定した。 

  ・連携会議、グループ長会議で研修におけ 

るルールや就農希望者が就農・定着する 

までの支援体制を整備するとともに、具 

体的な役割について確認を行った。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  ・経営モデルについては、就農後経営が 

ある程度安定している若手生産者を市 

やＪＡと選定し、時期ごとの作業内容 

と時間の調査を実施・取りまとめや、 

生産者の了解のもと市から青色申告の 

提供を受け、経営内容の分析を実施し、 

地域の事例となる経営指標を作成した。 

  今後、就農相談において、周南地域で 

指標として活用することを連携会議で 

確認した。 

 

③次期支援対象者確保に向けた募集活動支援 

  ・やまぐち農林振興公社の事業を活用して、 

   市が出展（リモート）する県外で開催さ  

れる就農 FESTに、農業部も参加し、連 

携した相談対応を実施した。 

  ・県内で開催される就農ガイダンスにおい 

   ても、市が出展するブースで連携した対 

   応を実施した。 

  ・令和５年２月に開催された就農ガイダンス 

では、園芸部会にも積極的に活動してもら 

うため部会長の参加を誘導し、関係機関と一緒に相談対応、アドバイスを実施した。 

  ・県外からの就農者の確保活動に、部会が積極的に 

関わることで部会の取組としての認識を醸成する 

ため、産地ツアーを現地（リアル）で開催すると 

とともに、県外者の参加確保と円滑な運営を行う 

ため、やまぐち農林振興公社主催のゆめツアーと 

しての開催を調整した。 

・ツアーの内容は、生産者が活動主体となれるよう、 

指導農家による体験だけでなく、複数の先輩就業 

者との情報交換会とした。 

  ・また、部会と連携しつつ３市が共通して取り組め 

るよう、推進品目からイチゴとトマトを選定する 

とともに、情報交換会では、各市の先輩就業者が 

参加できるよう調整を図った。 

  ・県外から家族を含め８人の参加があり、内２人は 

   長期研修を実施する方向で調整となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・新規就業者の初期経費を軽減するためにも遊休資産の活用は重要であることから、

部会員の遊休資産に係るアンケート調査の取りまとめを実施し、一覧表の作成（リ

スト化）と部会員間でのマッチングをＪＡが支援した。 

  ・ＪＡとも遊休資産の活用の必要性を共有したことから、３年毎に部会員全員への遊

休資産状況のアンケート調査を実施するとともに、実施しない２年はグループ長を

主体にＪＡと情報収集することを確認した。 

 

（２）経営者育成に向けたフォローアップ体制の整備  

①マネジメントセミナーの開催 

  ・専門家の活用と合わせ受講者への伴走支援におい 

て、時間をかけた話し合い活動を行うことで課題 

の抽出と具体的な対策の明確化による経営ビジョ 

ンの作成を受講者全員が実施することに繋がった。 

・Ｒ４年のフォローアップセミナーでは、マネジメ 

ントセミナー受講者だけでなく、ＪＡ青壮年部や 

周南農業青年クラブ員など幅広く参加募集したこ 

とで、２０人を超える参加があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②受講者等の経営確立支援 

  ・受講者のうち、一部の法人就業者を除いた４人に対し、継続した技術支援や相談対

応を実施した。 

 

４ 今後の普及活動に向けて  
（１）地域の実情に応じた就農者受入体制の強化 

 ①連携会議の運営 

  ・継続的な開催に向けて、生産者が主体的に関われるよう、関係機関の連携のもと支



援を実施する必要がある。 

  ・連携会議で情報共有等を図った内容について、各グループ長を通じ部会員とも情報

共有する仕組みづくりを検討する必要がある。また、協議事項に応じて連携会議に

おいて関係グループ長の参加も検討する必要がある。    

 

  ②受入体制の強化 

 ・長期研修の指導農家の選定は、夏秋トマトでは、就業者が若く指導対応が不透明で

あることから、次年度に経営状況や技術の確認を行いながら選定する必要がある。 

 ・円滑な研修の実施に向けて、指導農家での研修内容の体系的な整理の他、座学の実

施、関係機関による定期的な面談による情報交換などを検討する必要がある。 

  ・産地ツアー等で掘り起こした就業希望者に対しては、円滑な就農に向けて、研修期

間中の状況確認とともに、農地確保や継続した技術支援等を役割分担に基づいて確

実に実行する体制が必要である。 

  ・なお、上記のような受入支援を経た就農希望者が、将来、新たな指導農家となるこ

とが望まれるため、就農希望者へのきめ細かい支援はその点でも重要である。 

 

  ③遊休資産リスト 

・中古資産の調査について、部会員の譲渡可能資産を対象とした調査を３年に１回実

施することとしており、次回の確実な実施を働きかける必要がある。 

・初期投資の軽減による新規就農者の確保・定着に向け、就農者が必要となる機械・

資材等の積極的な掘り起こしや優先的なマッチングを検討する必要がある。 

・また、部会員以外で地域にある資産（特に中古ハウス）の情報を共有できる取組も

検討する必要がある。 

 

  ④募集活動 

・就農ガイダンス、就農フェスタ等のやまぐち農林振興公社や民間団体が主催する就

農相談会への市の出展を促進するとともに、ブースでの相談対応等の直接支援を積

極的に実施する必要がある。 

・相談ブースへの出展では、ＪＡや園芸部会員への参加を働きかけるとともに、参加

しやすい体制づくりを検討する必要がある。 

・産地ツアーについては、今後も園芸部会の取組として位置付けるとともに、各市が

積極的に関われるような企画づくりと継続した開催を進める必要がある。 

 

（２）経営者育成に向けたフォローアップ体制の整備 

  ①経営者としての意識向上対策 

・経営者としての意識向上を図るためには、日頃の普及活動や意向調査等を通じて経

営課題等を情報収集し、ニーズに即した研修等を定期的に開催する必要がある。 

 

  ②経営確立支援 

  ・若手就農者を主体に経営ビジョンの作成を推進するとともに、希望者へは山口農業

経営・就農支援センターの専門家派遣を活用した取組を進める必要がある。 

  ・法人就業者のビジョンづくりでは、経営者の理解と協力のもと取り組むとともに、

随時方向性を確認しつつ進める必要がある。 

  ・伴走支援はニーズに応じたきめ細かい対応が必要となるが、効率的な活動となる工

夫を検討する必要がある。 


